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Ⅰ 法人の概要について 
 

１．学校法人の所在地 

 

石川県河北郡内灘町字大学1丁目1番地 

 

２．設置する学校・学部・学科等の名称及び定員等 

 

平成１９年度において、本法人が設置する学校・学部・学科等は下記のとおりです。 

金沢医科大学附属看護専門学校は、平成１９年４月より看護学部看護学科（４年制）

開設のため、募集を停止しました。 

                                                            （単位：人） 

名   称 学 部 学科等 入学定

員 

入学

者数

収容定

員 
学生数

金沢医科大学 医学部 医学科 100 99 600 659

金沢医科大学 看護学部 看護学科 60 63 260 63

金沢医科大学大学

院 

医 学 研 究

科 

生命医科学系

専攻 

35 23 140 64

看護専門学校 看 護 専 門

課程 

 － － 120 106

合  計 195 185 1,120 892

※学生数は、平成１９年５月１日現在 

 

３．附属研究所及び病院 

 

名    称 所 在 地 

金沢医科大学総合医学研究所 石川県河北郡内灘町字大学1丁目1番地 

金沢医科大学病院 石川県河北郡内灘町字大学1丁目1番地 
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４．役員・評議員・教職員の概要 
 

  役員・評議員・教職員の概要は次のとおりです。 

（平成１９年５月１日現在） 

【役員】 

理   事 

理 事 長    小田島 粛 夫   副理事長   山 下 公 一 

副理事長    竹 越  襄     理事（学長） 山 本  達 

理事(病院長) 高 島 茂 樹   理  事   伊 藤  博 

理  事   大 田  修    理  事   奥 名 洋 明 

理  事   久 藤 豊 治   理  事   澁 谷 亮 治 

理  事   東 田 紀 彦   理  事   飛 田 秀 一 

理  事   松 本 静 夫 

                         以上 理事１３名 

監    事 

水 株 正 紀    中 村 行 男    米 沢  寛 

                         以上 理事 ３名 

 

【評議員】（選任条項別 50 音順） 

    小田島 粛 夫    中 川 秀 昭    鈴 木 孝 治 

    山 本  達     中 農 理 博    鈴 木 宗 幸 

    大 田  修     古 居  滋     高 島 茂 樹 

    奥 名 洋 明    松 本 忠 美    竹 越  襄 

    久 藤 豊 治    宮 本 文 夫    土 田 英 昭 

    澁 谷 亮 治    伊 藤  透     東 田 紀 彦 

    飛 田 秀 一    大 山 充 徳    升 谷 一 宏 

    浅 野 進一郎    緒 方 盛 道    松 井  忍 

    荒 田  満     角 田 弘 一    松 本 静 夫 

    大野木 辰 也    坂 本  滋     八十出 泰 成 

    木 村 晴 夫    東   光太郎    山 下 公 一 

    小 平 俊 行    飯 塚 秀 明    山 田 裕 一 

島   智 一    伊 藤  博     横 山 隆 昭 

    辻 口 徹 子                  以上   ４０名 
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【教職員】 

  教 員                        （単位：人） 

区 分 法 人 大 学 看 学 病 院 合 計 

学（校）長 1  1 

副学（校）長 3  3 

教授 76 1 77 

准教授 55 1 56 

講師 54 1 2 57 

助教 23 198 221 

助手 11 6  17 

本務教員合計 223 7 202 432 

非常勤教員 188  188 

 

  職 員                        （単位：人） 

区 分 法 人 大 学 看 学 病 院 合 計 

事務系 8 106 84 198 

教務系 42  42 

厚生補導系 4  4 

技術技能系 1 25 32 58 

医療系 916 916 

その他 1 160 161 

本務職員合計 9 177 1 1,192 1,379 

兼務 38 38 

 

 

 

５．建学の精神、教育目標 

 

（１）建学の精神 

 

   ◇良医を育てる 

      倫理に徹した人間性豊かな良医を育成する 

 

   ◇知識と技術をきわめる 

      医学の深奥をきわめ優れた医療技術を開拓する 

 

   ◇社会に貢献する 

      生命の尊厳を基調とし人類社会の医療と福祉に貢献する 
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（２）教育目標 

① 医学部 
医学部の教育の基本目標は、建学の精神に述べている「人間性豊かな良医の

育成」にある。 
「良医」とは、「常に患者の立場に立って考え、個々の患者に最も適した医

療を提供できる、そして、それを可能とする知識と技術に精通した医師」であ

る。医学部の６年間の卒前一貫教育、それに続く卒後初期臨床研修、専門医研

修、そして大学院においては、まず医師としての人間形成を基本においたうえ

で、知的好奇心を育み、問題に立脚した解決能力を磨き、急速に進歩する医学

に対応して生涯にわたって自己研修を行って未来を開拓していくことができ

る能力を獲得することを常に基本目標におき、良医育成のためのカリキュラム

を展開している。 
 

② 看護学部 
看護学部の教育目標は、社会的ニーズに対応できる豊かな人間性と確かな理

論・技術を備えることを基本とし、保健・福祉・医療の専門職者と協働してケ

アするチーム医療の調整者としての役割を果たしていくために必要な基本的

能力を身につけた看護専門職者の育成にある。 
また、複雑、多様化する社会状況の中で、未知の課題に対して幅広い視野か

ら的確な判断ができる問題解決能力、さらに生涯にわたって専門性を深める自

己開発能力を育成する。 
看護学部では、これら専門的な能力を備えた看護専門職者の育成を目指した

カリキュラムを展開している。 
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６．沿革 

 

昭和４７年 ３月３０日 学校法人金沢医科大学認可 

昭和４７年 ６月 １日 金沢医科大学開学 

昭和４８年 ４月 １日 金沢医科大学附属看護学校開校 

昭和４９年 ９月 １日 金沢医科大学病院開院 

昭和５０年 ７月 １日 金沢医科大学歯学研究所開設 

昭和５７年 ４月 １日 大学院医学研究科設置 

昭和５８年 ４月 １日 熱帯医学研究所開設 

            人類遺伝学研究所開設 

昭和６２年 ２月１０日 金沢医科大学病院別館稼働 

      ３月３１日 金沢医科大学歯学研究所廃止 

昭和６３年 ４月 １日 金沢医科大学附属看護学校が附属専門学校に昇格 

平成 元年 ４月 １日 総合医学研究所開設 

         （人類遺伝学研究所、熱帯医学研究所、共同研究室を統合） 

平成 ６年 ３月２４日 厚生省から特定機能病院に承認 

平成１２年１０月 １日 電子カルテ全科実施 

平成１５年 ４月 １日 財団法人大学基準協会「正会員」加盟・登録承認 

            大学院医学研究科生命医科学専攻開設 

      ８月３１日 病院新館竣工 

平成１６年 ４月 １日 医学部講座組織の改組 

平成１７年 ３月 １日 ２１世紀集学的医療センター設置 

平成１９年 １月２２日 病院機能評価バージョン５認定 

平成１９年 ４月 １日 金沢医科大学看護学部開設 

平成１９年１１月２１日 氷見市民病院指定管理者に決定 

（平成２０年 ４月 １日より） 

平成２０年 ３月１１日 財団法人大学基準協会 大学基準適合認定 

（平成２０年 ４月 １日付） 
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Ⅱ 事業の概要について 
 

平成１９年度の主な事業は、下記のとおりです。 

 

１．事業の概要 

 

（１）法人部門 

１）医療・福祉連携システム 
２）耐震対策 

３）看護学部の開設 

４）海外交流基金 

５）看護師確保対策 

６）病院第二期整備 

７）医学部学生納付金の前・後期分割納入制の導入 

８）建物および建物付属設備の老朽化改善 

９）氷見市民病院の経営管理 

 

（２）大学部門 

１）大学の制度改革 
２）教育研究の活性化 

Ａ．入学志願者の確保 
Ｂ．医学教育改善の推進 
Ｃ．研究の活性化 

３）管理運営 

４）研究用機器 

５）図書館の電子化 

 

（３）病院部門 

   １）患者サービスの向上 

   ２）医療安全の確保 

   ３）患者と医療者のパートナーシップ 

   ４）医療の高度化と質の向上 
５）地域連携・地域貢献 

   ６）教育研修 

   ７）人材確保と就業環境の改善 

   ８）大型研究用および医療用機器等整備 

   ９）診療用機器整備 

  １０）収支改善 

１１）組織運営 
１２）経営管理目標 
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２．事業の進捗状況 

 

（１）法人部門 

 

１）医療・福祉連携システム 
      ユビキタス社会の実現に向けた IC タグと IC チップ付きカードを使った医療

情報セキュリティと通信システムの実用化を目指す委託研究を獲得するため、

金沢大学との共同研究チームを立ち上げ、また院内では東大の山本隆一准教授

を招聘してセミナーを開催するなど積極的な活動を行ったが、最終的に総務省

及び厚生労働省の認可を受けるまでに至らなかった。 

 

２）耐震対策 

      耐震診断については、新基準適用前の全１３棟について実施した。 

耐震補強工事については、研究設備や研究室を移転しない状態での工事は

粉塵、騒音の影響があって困難であることから、教育研究活動の場を移転し

て耐震工事を行う方法等を検討することとなった。 

 

３）看護学部の開設 

      平成１９年４月に看護学部が開設され、同年４月１０日に医学部（１０５

名）、看護学部（６４名）の合同入学式が金沢市内で行われた。また、同年

６月２日には本学内において看護学部開設記念式典が盛大に行われた。 

      看護学部については、文部科学省に提出した整備計画に沿い、教育研究活

動に必要な教育研究体制及び教育設備の整備を行うとともに、奨学事業とし

て看護学生５６名に対して奨学金の支給又は貸与を行った。 

 

４）海外交流基金 
基金の拡充と寄付金募集に努めた。また、基金について１億５千万円を積み

増し総額 5 億円とした。 
 

５）看護師確保対策 
①夜間看護手当等の給与改善については、１９年４月から改善実施した。 
②病児保育施設については、平成２０年度以降の整備計画とした。 
③看護師寮の整備については、平成２０年度に実施することとした。 

 

  ６）病院第二期整備 

①病院別館改修 

②病院本館改修 

１９年度内の竣工を目標としていたが、病床数及び診療科配置の変更等の

検討や決定が遅れたため、平成２０年度に着工、完了することとなった。 

 

７）医学部学生納付金の前・後期分割納入制の導入 
     父兄の入学時負担を軽減するため、平成２０年度入学生から適用実施した。 

 

８）建物および建物付属設備の老朽化改善 

次の施設関係の老朽化改善を計画どおり実施した。 

①クラブハウス屋上防水改修 

②構内建物アスベスト対策工事 
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③焼却炉解体・撤去処分 

④構内駐車場ゲート管理業務・ゲート更新 

⑤予備線引込開閉器整備 

⑥電力調相設備改善 

⑦省エネルギー対策工事 

⑧病院別館 吸収式冷凍機更新 

⑨基礎研究棟（低層階）空調設備改修 

⑩給水管更新 

⑪ＰＣＢ対策計画 

⑫病院本館Ｒ－２冷却塔の騒音対策工事 

⑬非常用直流電源装置更新 

⑭特別高圧及び高圧機器細密整備 

⑮非常用蓄電池整備 

⑯電気室受変電設備更新 

⑰中央監視装置増強計画 

    

９）氷見市民病院の経営管理 

      平成１９年１１月２２日、本学と富山県氷見市との間に氷見市民病院の経

営管理に関する協定が締結された。同市民病院は平成２０年４月１日から

「金沢医科大学氷見市民病院」として公設民営化され、本学が地方自治法の

指定管理者として同病院の経営を行うこととなった。 

本事業は当初事業計画にはなかったが、氷見市からの強い要請により時期

を早めて実施されるものである。なお、同市民病院は、民間委託後３年内に

新築リニューアルされる計画になっている。 
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（２）大学部門 

 

１）大学の制度改革 
平成１９年４月の看護学部発足にあたり、医学部及び看護学部にそれぞれ学部

長制度が導入された。これに伴い従来の副学長制は廃止され、大学運営を支える

新たな仕組みとして学長補佐が設置された。 

    また、教員組織の改革として、従来の助教授は准教授に、助手は講義実習等の

指導資格の有る助教とそれ以外の助手とに区分されることになった。 

 

２）教育研究の活性化 

Ａ．入学志願者の確保 

①医学部 

 入学志願者は２，５００名以上を確保できたが、過去最高の志願者数とな

った一昨年から１１８名の減となり、僅かながらも２年間連続して減少とな

った。今後、試験会場の増設や検定料支払方法の多様化など受験生の利便性

を更に向上し志願者増を図ることにしている。 

②看護学部 

開設１年目の看護学部については、積極的な募集活動に取り組んだ結果、

昨年の志願者数の２倍となる２０５名を確保できた。今後は、２年連続して

定員割れとなった推薦入試について、募集人員の見直しや奨学金制度のＰＲ

強化によって志願者数増を図る予定である。 

 

Ｂ．医学教育改善の推進 

① 医学教育をより効果的に行うため、コア・カリキュラムとＰＢＬを活用し

た現行カリキュラム体系の見直しを行い、一部の授業時間数の増減を図るな

ど、さらに教育効果が向上するよう教育改善に努めた。 

② シミュレーション教育の強化を目指したスキルス・ラボ、ＣＢＴや基礎医

学実習など情報処理教育システムの整備など、学習環境の充実を図った。 

③ 高く安定した医師国家試験合格率の確保を図るため、引き続いて教務委員

会や関連機関が相互に連携を図りながら、更なる向上に向けた教育改革を推

進した。 

 

Ｃ．研究の活性化 

①大学院の活性化 

大学院における定員充足については、初期臨床研修の義務化により大学院

の入学者が低迷している傾向にあるが、昼夜開講制の導入による社会人入学

並びに優秀な外国人留学生の入学などの対策を講じてきた。今後、大学院教

育の実質化や北陸がんプロフェッショナル認定医の取得、Ｅ-learning 教育

の導入など、魅力ある大学院の在り方について検討していくことにしている。 

②外部研究資金の獲得 

研究業績の優れた教員を採用し、学内の競争的環境を醸成して科学研究費

補助金など外部からの助成金の一層の獲得に努めた。また、幾つかの部門で

産学連携が進展しており、引き続き、こうした外部資金の活用による産学連

携を推進し、学外との共同研究や受託研究を活発化し、学術研究機関として

の地位を高めていくことにしている。 
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③産学連携の推進 

産学連携コーディネータの採用など医学技術の実用化に必要な体制づく

りを行った。 

なお、平成１９年度に制定した関連規程は次のとおり。 

・学校法人金沢医科大学職務発明規程 

・金沢医科大学における研究者の行動指針 

・学校法人金沢医科大学における競争的資金等の取扱いに関する規程 

・学校法人金沢医科大学利益相反マネジメント規程 

 

④ハイテクリサーチセンター整備事業 

「新しい技術を用いての難治性疾患の病態解析（研究代表者 3 名）」を研究テ

ーマとする同センターの整備が予定どおり実施された。 
整備された研究機器は次の 4 点で、費用は総額１億２７３４万円となった。

これに対して文部科学省から７０６６万円の補助金が交付されている。 
1) プロテオーム解析システム 
2) 動物用 MRI システム 
3) 遺伝子解析機器 
4) 動物飼育室設備 

 

３）管理運営 

①看護学部設置に係る年度計画の履行 

平成１９年４月開設後、学部運営の中心となる看護学部教授会、各種委員会

を立ち上げるとともに、関連諸規程を制定した。 

また、教育課程については、完成年度までは大幅な変更は控えなければなら

ないという中で、教育効果を向上させるため授業開講時期の変更などのカリキ

ュラムの一部を改正した。今後、文部科学省の設置認可に係る年度計画に基づ

き履行していく予定である。 

 

②大学評価（認証評価）の受審 

大学の自己点検・評価活動は学校教育法において義務づけされ、全ての大学

は平成２２年度までに外部評価を受審することが必要となり、本学は平成１９

年度に大学基準協会による大学評価（認証評価）を受審し、適合認定を受けた。 

今後も引き続き、不断の点検・評価活動を通じ、教育研究水準を向上させ社

会に対してその責任と役割を明確にしていくよう努めていく。 
 

③研究用機器の整備 
総合医学研究所の共同利用機器として次の 3 点が整備された。 
費用総額は５３６０万円で、これに対して文部科学省から３５７５万円の補助

金が交付された。 
1) 透過型電子顕微鏡 
2) ﾙﾐﾉ・ｲﾒｰｼﾞｱﾅﾗｲｻﾞｰ 
3) Ｘ線照射装置 

 
④図書館の電子化 

平成１９年度からの３年計画で電子ジャーナル導入による図書館の電子化

を推進した。１９年度は計画どおり、１０７２タイトルを電子化し、契約金額

は２９５８万円であった。 
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（３）病院部門 

 

１）患者サービスの向上 

・接遇研修の開催 

３月に開催した研修会には、医師２２名、看護師２０２名、その他コメディ

カル６８名、事務職員６６名、業務委託先職員６名の合計３６４名の参加があ

った。 

・コールセンターの設置 

電話による新患患者の検査及び受診予約の受付は、今年度実施の目標を達成

できなかった。現在、入退院予約センターでは、電話による外来診療予約時間

の変更（１日約４０件）と採血・心電図の予約検査の変更を行っている。 

・外来診察待ち時間の短縮 

１８年度から始めた採血、心電図（安静時）検査の午前８時開始は、１９年

度平均で、採血検査は約１０分、心電図検査は１５分以内の待ち時間と大幅な

短縮化を達成した。 

 

２）医療安全の確保 

・インシデント情報の収集分析システム 

「スマート・リスクマネージャーシステム」は、「インシデント」情報は昨

年１１月から、「院内感染」情報は１２月から稼動し、現場から直接システム

に登録が可能となった。 

・投薬、注射、処置等と患者の誤認防止バーコードシステム 

本年度は、システム運用のための現場関係者とのヒヤリングを行い、最大項

目である注射に関する院内取り扱いの規程に沿ったシステム設計に着手した。 

全体の進捗状況は５０％程度であるが、今後、投薬や処置さらに輸血などの

システム設計を行い、システム全体の稼動は、２０年度下期の見込みである。 

 

３）患者と医療者のパートナーシップ 

・「説明と同意書」の標準化 

様式の標準化を達成し、インフォームドコンセントに対する院内統一化を行

ったが、説明内容の不備や同意者への説明時期、同意書の管理・保存方法等が

十分でなく、引き続き運用面での改善・周知徹底を行っていく。 

・入院診療計画、退院指導計画の適時作成 

入院診療計画は、入院後１週間以内の作成が義務付けられており、１９年度

下期は１００％の実施率で大幅に改善された。退院指導計画については、作成

率が２０％と少ないが、同義となりうる診療情報提供書（他院へ）の発行率は

約２０％あることから、約半数の退院患者に退院指導が行われている。 

・患者への情報の開示、情報提供 

患者・家族からの診療内容の確認や手元保管希望などでの依頼が２４件、医

療紛争･医療訴訟などトラブルや提訴を前提としたものが５件の合計２９件

（昨年２０件）が開示された。 

 

４）医療の高度化と質の向上 

・「診療管理基準」の全診療科共有化 

記載事項を知らない職員が多いため､院内研修会などで､全職員に診療管理

基準の記載内容を説明し、存在と掲載内容を知ってもらうなどの地道な努力を
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行っている。 

・地域がん診療連携拠点病院の機能強化 

集学的がん治療センターでの外来化学療法の実施は、薬剤部の協力でがんセ

ンターの調剤室で入院・外来患者分を一括して抗がん剤の調整・供給を行う体

制が確立した。現在、病院全体で行われる外来化学療法の約６０％をがんセン

ターで実施されている。 

院内がん登録は､ケースファインディング方式による登録システムが完成し

て、電子カルテと連動したがん登録シートの作成・点検による登録作業が開始

されている。現在の登録件数は約３４１件となっている。 

・特定集中治療室等施設基準の高度化 

新館２階ハートセンターを集中治療室管理加算対象の治療室として専任の

責任医師と看護体制を整備して６月に施設承認を受け診療報酬の算定を開始

したが、内科系、外科系各科の混合治療室のため、転出がスムーズに出来ず、

稼働率は低調であった。 

新館６階Ｅ脳重症室の脳卒中ケアユニット入院管理加算の申請は独立した

看護単位が確保できず申請を断念した。 

精神科作業療法は、本館５階精神科病棟の６人室を作業療法室に用途変更し

て６月から稼動した。別館改修竣工時には、別館に移転・リニューアルして件

数の増加を目指している。 

・クリニカルパスの拡充、改善 

クリニカルパスの保有件数は、前年度より４３件増加して計１３７件となり、

ほぼ全診療科で実施されるようになった｡今年度は、院内パス大会を５回、連

携パス講演会を１回開催した。医療の効率化と患者負担の軽減、在院日数短縮

などＥＢＭに基づいた医療の標準化が浸透しつつある。 

また患者紹介・逆紹介の病診・病病連携のツールとなる連携パスの開発は、

白内障疾患パスが地域連携パスとして院内承認され、複数の医療機関との運用

を開始している。 

・カルテ等診療諸記録の適時適正な記載 

１９年度の入院サマリー完成率（退院後２週間以内）は、機能評価受審年の

昨年度実績９０．１％を大きく下回っていたが､下半期から改善に向い、３月

には９３％と大幅に改善した。 

 

５）地域連携･地域貢献 

・紹介・逆紹介の推進 

１９年度の新患初診の紹介患者数は 8,885 名で、前年比 568 名 6.8％増とな

り、そのうち当院の派遣医からの紹介患者数は 1,188 名となっている。また、

当院からの逆紹介患者数は 8,413 名で、初・再診紹介患者数 71.4％を占め、

前年比で 389 名増となっている。 

・医療相談 

地域医療連携部への患者や医師・看護師からの相談件数は、9,746 件で昨年

比 10.9％増となった。内容は、社会福祉制度などの経済問題や病気・障害へ

の悩み、家族問題等の他、特に神経精神科領域の業務が急増している。また、

がん相談支援センターの窓口相談も相談数が増加している。 

・ボランティアの受け入れ 

現在登録者は１６名いるが、図書コーナーおよび正面玄関での案内・介助サ

ービスに各１名が週２回程度活動しているのみで受け入れは進んでいない。 
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・地域保健医療活動 

例年どおり県予防医学協会や成人病予防センターが実施する地域住民検診

への医師の派遣、その他学校検診への専門医の派遣を実施した。 

一般住民向け公開講座については、例年通り健康管理講座を７月～１０月に

かけて計６回開講した。１講座あたり受講者は平均２４名と低調であった。 

２１世紀集学的医療センターでは、患者向けに毎月１回、生活習慣病の予防

対策として運動教室を開催し、１回３０名前後の住民が参加したほか、一般者

向けの健康づくりセミナーを内灘町、金沢市、院内などで開催し、メタボリッ

ク症候群や栄養と内臓脂肪、タバコと健康のテーマで４回開催した。１セミナ

ー平均で約８０名が参加した。 

 

６）教育研修 

・臨床研修 

初期臨床研修の管理型への移行は、２０年４月からの２年次研修が実質的な

スタートとなる。後期臨床研修プログラムについては、卒前、初期、後期教育

研修を一貫とした教育理念を明確化する予定である。 

 

７）人材確保と就業環境の改善 

・看護師募集活動 

前年度より活動時期を２カ月間早めて５月より募集を開始した。北陸３県と

東海地方、新潟、長野などを中心に看護学校訪問を行ったほか、名古屋、金沢

での合同説明会へ参加して当院のブースを開設した。また、新たな試みとして

病院長出席のもと、富山市、福井市での単独の病院説明会を実施した。 

・看護師離職防止対策 

１９年度は、待遇の改善と魅力ある職場づくりを推進し、上半期は各種の手

当の改善、資格取得への経済的支援、就業支援を含む業務改善を実施した。 

１）勤務手当の改善・夜勤手当の増額・特殊勤務手当の新設(手術室手当、

放射線手当(中放･内視鏡)、死後処置手当） 

２）リネン集配･ベッドメーキング業務の外部委託 

３）２２看護単位中、１８看護単位について２交替制導入 

４）認定・専門等資格取得への援助 

・医師の当直体制の見直し 

各科当直体制を見直し、関連診療科でのローテーション当直に切り替えた。

その結果、完全当直診療科１９科、当直と拘束の混合９科となり、各医師の当

直勤務の負担が多少軽減された。宿日直料については､当直研修を行う研修医

数が増加し、研修指導に付く指導医・上級医も増加していることから経費増は

止むを得ない状況にある。 

 

８）大型研究用及び医療用機器等の整備 

次の機器等を計画どおり整備した。整備費用は３点で総額７億１２４３万円で

あった。 
1) ＩＶＲ－ＣＴアンギオシステム 
2) 心血管アンギオグラフィシステム 
3) 医用画像情報システム 

大型放射線機器の整備は、第２新館の竣工と同時に行われ、密封小線源放射

線治療装置、ＰＥＴ－ＣＴ、リニアック、６４マルチスライスＸ線ＣＴが２月

稼動、１０月からはＩＶＲ－ＣＴアンギオ、１２月には心血管アンギオが稼動
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した。また、医用画像システム及び画像配信システムは、データ蓄積、端末設

置を終え、本年１月末にサービスを開始した。 

  

９）診療用機器整備 

     １２１点、総額３億５０９６万円を計画どおり整備した。 

 

１０）収支改善 

・看護師配置７:１の通年確保 

病床利用率８５％超が３カ月連続した場合、施設基準の変更(10:1 体制)を

余儀なくされる程の看護師不足の状態にあったが､病床利用率が予定より低く

推移したため、１９年度は看護師配置７：１体制を通年で確保できた。 

集中治療室管理加算は、対象となる集中治療室をハートセンターとし､加算

対象病床を２床減らして８床として６月から運用を開始し管理料を算定して

いるが､当初予定より対象患者が多く、看護師充足が課題となっている。 

・ＰＥＴ－ＣＴ､リニアック、小線源治療装置等による患者誘致 

密封小線源放射線治療装置による前立腺がん治療は１９年２月から本格的

に開始した｡１９年度の平均実施人数は２．９人／月となっている｡ 

ＰＥＴは、６７．８人（ＣＴ併用４５．８人）／月の稼動であり、それぞれ

当初計画の最大許容人数を下回っており、稼働件数増が求められる。 

リニアック、マルチスライスＸ線ＣＴも当初計画件数を下回っている。 

１９年１０月稼動のＩＶＲ－ＣＴアンギオおよび１２月稼動のバイプレー

ン心血管アンギオシステムは、当初の目標に近い件数で順調に稼動している。 

・ＤＰＣ分析を活用し､クリニカルパスの改良による医療の標準化､効率化 

ＤＰＣ分析は、私医大協ベンチマークによる他院とのデータ比較が開始され、

２０年度からは実用段階に入る。次年度のＤＰＣ疾患のコストデータ公表に向

けて、試行データの分析作業を医事部門で行った。 

・ジェネリックの拡大と診療材料の標準化 

ジェネリック薬品の使用については、前年度から造影剤を中心に積極使用を

呼びかけているが、予定どおりには進んでいない。診療材料については、医療

安全と感染の面から医療材料検討委員会で規格統一による標準化が検討され、

経費バランスを考慮した購入が行われるようになった。 

・洗濯業務の外注化 

院内洗濯業務の外部委託化は、リネン集配業務、ベッドメーキング業務とあ

わせて１２月から開始した。リネン集配業務では、メッセンジャーセンター所

属の看護補助員の業務削減、センターの看護補助員が病棟看護師ならびに看護

補助員の業務を一部代行する体制が整ったほか、ベットメーキング業務では、

病棟看護師及び看護補助員の負担を大幅に軽減することができた。 

 

１１）組織運営 

病院機能評価受審に取組む中で達成された改善レベルを維持し、未達成の事項

について引き続き改善に努めた。また病院として機能評価の視点から、自己点検

評価活動を継続する体制を維持し､各部門、各委員会において院内の各種ルール

や業務運用の見直し等による業務レベルの向上と効率化を進めた。 

 

１２）経営管理指標 

平均在院日数の目標達成はできなかったが、１８年度実績はクリアした。しか
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し、病床利用率は目標値、１８年度実績ともに達成できなかった。また、外来患

者数、患者紹介率、院外処方箋発行率については、１日平均外来患者数が今年度

目標値を僅かながらクリアできなかったが１８年度実績は十分クリアした。他の

項目は今年度目標および１８年度実績をクリアしており、新入院患者数、新患患

者数についても１８年度実績をすべてクリアした。 
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３．入試に関する事項（志願者数、入学者数）及び卒業・修了の状況 

                                  （単位：人） 

 入学 

定員 
志願者数 入学者数

卒業者数 

修了者数 
備 考 

大学院 医学研究科 35 15 14 9 
 

 

医学部 医学科 100 2,568 98 98 
 

 

看護学部 看護学科 60 205 63 － 
 

看護専門 

学校 

看護専門課

程 
－ － － 38 

 

 

合  計 195 2,788 175 145 
 

 

 

   ＊平成２０年度志願者・入学者数である。 

   ＊卒業者数・修了者数は平成１９年度である。 

   ＊医学部志願者・入学志願者には編入学を含む。 

   ＊看護専門学校は、平成１９年度から募集停止している。 
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４．大学病院の稼動実績に関する資料 

 

 

●平成 19 年度経営管理指標の達成状況 
  19 年度目標 19 年度実績 目標達成度 18 年度 達成状況

一般 19 日以内 19.3 日 ＋0.3 日（未達成） 20.3 日 （達成）平均在

院日数 DPC 17 日以内 17.5 日 ＋0.5 日（未達成） 17.9 日 （達成）

病床利用率 85％以上 80.9％ －4.1%（未達成） 82.2％ （未達成）

外来患者数 1,150 人以上 1,148.6 人 －1.4 人（未達成） 1137.7 人 （達成）

患者紹介率 54％以上 54.8％ ＋0.8％（達成） 54.4％ （達成）

院外処方率 70％以上 72.2％ ＋2.2％（達成） 69.9％ （達成）

新入院患者数／日 ― 33.8 人 ― 33.0 人 （達成）

新患患者数／日 ― 32.1 人 ― 31.6 人 （達成）

 

 

 

 

●過去5年間の患者数の推移 

年度 病床数 患者数 

許可 稼動 1日平均 1日平均 1日平均 1日平均  

西暦 
和

暦 
病床数

(床)

病床数

(床) 

外来患者

数(人)

新患患者

数(人)

在院患者

数(人)

新入院患

者数(人) 

平均在院

日数(日)

2003 H15 1013 995 1,240.7 33.1 783.7 33.0 23.7

2004 H16 938 938 1,244.3 31.8 773.0 32.1 24.1

2005 H17 938 879 1,219.0 31.2 726.7 32.8 22.1

2006 H18 938 890 1,137.7 31.6 698.9 33.0 21.2

2007 H19 932 884 1,148.6 32.1 681.8 33.8 20.1

 

 

 

 

●診療単価と診療実績の増減 

 19 年度実績 18 年度実績 増 減 

入院単価 49,276 円 48,270 円 ＋1,006 円 

外来単価 12,180 円 11,514 円 ＋666 円 

入院実績 12,907,688 千円 12,895,997 千円 ＋11,691 千円 

外来実績 4,084,063 千円 3,824,919 千円 ＋259,144 千円 

診療実績計 16,992,551 千円 16,720,916 千円 ＋271,635 千円 
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●新規導入大型機器利用実績（19年度） 

 年間実績 月平均 当初計画 月換算 備 考 

小線源治療装置 35人 2.9人 30／年 2.5人 請求件数 

入院 82（67）人 6.8（5.6）人 ― ― 包括 

外来 732（482）人 61（40.2）人 ― ― 出来高 

計 814（549）人 68（45.8）人 1440／年 120人 請求件数 

ＰＥＴ 

（ＣＴ併

用） 
1日 3.3（2.3）人 6人／日 ⇒ ※1440人／240日 

体外衝撃波破砕 54人 4.5人 64／年 5.3人 請求件数 

リニアック 

（体外照射） 
5,911件 492.6件 7200／年 600件 請求件数 

64マルチＣＴ 9,361件 780.1件 9984／年 832件 実施件数 

ＩＶＲ－ＣＴアンギオ 267件 44.5件 545／年 45件 請求件数 

バイプレーン 

心血管アンギオ 
241件 60.3件 900／年 75件 請求件数 
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（表１）  消費収支計算書 
（▼は比較上の減少を表す） （単位：百万円）

① 19年度 ② 18年度 差   異 ③ 19年度 差   異 19年度決算

決   算 決   算 ①－② 予   算 ①－③ 帰属収入比

学生生徒等納付金 4,583 4,412 171 4,474 109 18.2%
手数料 158 157 1 147 11 
寄付金 735 851 ▼116 860 ▼125 2.9%

特別寄付金(寄附講座 10 35 ▼25 0 10 
一般寄付金入学時 296 287 9 400 ▼104 
一般寄付金その他 413 485 ▼72 450 ▼37 
現物寄付金 16 44 ▼28 10 6 

補助金 1,429 1,529 ▼100 1,431 ▼2 5.7%
経常費補助金 1,120 953 167 1,211 ▼91 
文科省設備補助金 224 483 ▼259 100 124 
臨床研修費補助金 46 50 ▼4 70 ▼24 
その他の補助金 39 43 ▼4 50 ▼11 

資産運用収入 970 842 128 583 387 3.8%
受取利息配当金 893 759 134 500 393 
施設設備利用料 77 83 ▼6 83 ▼6 

事業収入 207 179 28 180 27 
医療収入 16,995 16,713 282 16,903 92 67.4%

入院収入 12,884 12,893 ▼9 13,062 ▼178 
外来収入 4,111 3,820 291 3,841 270 

雑収入 122 216 ▼94 60 62 
帰属収入の部合計 25,199 24,899 300 24,638 561 100.0%

① 19年度 ② 18年度 差   異 ③ 19年度 差   異 19年度決算

決   算 決   算 ①－② 予   算 ①－③ 帰属収入比

人件費 11,455 11,324 131 11,666 ▼211 45.5%
教員人件費 3,606 3,412 194 3,769 ▼163 
職員人件費 7,088 7,125 ▼37 7,026 62 
役員報酬 70 70 0 70 0 
退職給与引当金繰入額 691 717 ▼26 801 ▼110 
及び退職金

教育研究経費 1,498 1,322 176 1,348 150 5.9%
医療経費 8,215 8,213 2 8,184 31 32.6%

薬品費 3,208 3,131 77 3,345 ▼137 
医療材料費 2,455 2,411 44 2,370 85 
給食材料費 242 235 7 247 ▼5 
医療検査費 115 104 11 116 ▼1 
その他の医療経費 2,195 2,332 ▼137 2,106 89 

管理経費 535 600 ▼65 458 77 2.1%
借入金等利息 0 1 ▼1 2 ▼2 
減価償却・資産処分差額 2,507 2,469 38 2,481 26 9.9%
予備費 0 0 0 200 ▼200 

消費支出の部合計 24,210 23,929 281 24,339 ▼129 96.1%
差引正味財産増加額 989 970 19 299 690 3.9%

Ⅲ　財務の概要について

平 成 １９ 年 度 決 算 の 概 要

帰属収入の部

（18決算比
1.7%増）

消費支出の部

（18年度決算
45.5%）

（H19 医療収
入比  48.3%）

（H18 医療収
入比  49.1%）
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（表２）  資金収支計算書

（単位：百万円）
① １9年度 ② １8年度 差   異 ③ １9年度 差   異

決   算 決   算 ①－② 予   算 ①－③
資金を伴う帰属収入 25,183 24,855 328 24,628 555 

帰属収入の部合計 25,199 24,899 300 24,638 561 
非資金収入除外 △16 △44 28 △10 ▼6 

資産売却収入 0 9 ▼9 0 0 
借入金等収入 510 861 ▼351 1,500 ▼990 

短期借入金収入 0 400 ▼400 1,000 ▼1,000 
学校債収入 510 461 49 500 10 

前受金収入 3,929 4,353 ▼424 2,330 1,599 
その他の収入 3,751 5,757 ▼2,006 4,701 ▼950 
資金収入調整勘定 △7,726 △7,774 48 △7,453 ▼273 

期末未収入金 △3,373 △3,519 146 △3,100 ▼273 
前期末前受金 △4,353 △4,255 ▼98 △4,353 0 
資金収入の部合計 25,647 28,061 ▼2,414 25,706 ▼59 

① １9年度 ② １8年度 差   異 ③ １9年度 差   異
決   算 決   算 ①－② 予   算 ①－③

資金を伴う消費支出 24,210 21,583 2,627 24,339 ▼129 
消費支出の部合計 24,210 23,929 281 24,339 ▼129 
非資金支出除外 0 △2,346 2,346 0 0 

借入金等返済支出 366 747 ▼381 1,300 ▼934 
借入金返済支出 0 400 ▼400 1,000 ▼1,000 
学校債返済支出 366 347 19 300 66 

施設関係支出 242 2,934 ▼2,692 1,963 ▼1,721 
設備関係支出 1,371 1,646 ▼275 1,537 ▼166 
資産運用支出 950 650 300 950 0 
その他の支出 3,007 2,625 382 3,009 ▼2 
資金支出調整勘定 △2,383 △2,676 293 △2,420 37 

期末未払金 △2,363 △2,661 298 △2,400 37 
前期末前払金 △20 △15 ▼5 △20 0 
資金支出の部合計 27,763 27,509 254 30,678 ▼2,915 

　　　差引資金収支差額　 △2,116 552 ▼2,668 △4,972 2,856 
前年度繰越支払資金 5,838 5,286 552 5,838 0 
次年度繰越支払資金 3,722 5,838 ▼2,116 866 2,856 

（△は計算書式上のマイナス値） （▼は比較上の減少を表す）

資金収入の部

資金支出の部
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（表３）  貸 借 対 照 表

（単位：百万円）
① １9年度 ② １8年度 増   減

決   算 決   算 ①－② ①19年度 ②18年度
固定資産 49,497 49,367 130 83.4% 83.8%

有形固定資産 33,851 34,712 ▼861 57.1% 58.9%
土地 3,098 3,098 0 
建物 22,863 24,066 ▼1,203 
構築物 760 826 ▼66 
教育研究用機器備品 5,820 5,428 392 
その他の機器備品 65 67 ▼2 
図書 1,217 1,207 10 
車輌 28 20 8 

その他の固定資産 15,646 14,655 991 26.4% 24.9%
電話加入権、施設利用権 12 12 0 
有価証券、出資金他 11 11 0 
長期貸付金、長期前払金 85 44 41 
退職給与引当特定資産 5,638 5,138 500 
減価償却引当特定資産 8,100 8,100 0 
施設拡充引当特定資産 1,000 1,000 0 
海外交流引当特定資産 500 150 350 
奨学事業引当特定資産 300 200 100 

流動資産 9,818 9,531 287 16.6% 16.2%
現金預金 6,257 5,838 419 
未収入金 3,357 3,471 ▼114 
貯蔵品 189 203 ▼14 
前払金、仮払金 15 19 ▼4 

資 産 の 部　合計 59,315 58,898 417 100.0% 100.0%
① １9年度 ② １8年度 増   減

決   算 決   算 ①－② ①19年度 ②18年度
固定負債 11,344 11,365 ▼21 19.1% 19.3%

学校債 4,007 4,042 ▼35 
退職給与引当金 7,337 7,323 14 

流動負債 6,971 7,522 ▼551 11.8% 12.8%
学校債 400 220 180 
未払金 2,363 2,661 ▼298 
前受金 3,929 4,353 ▼424 
預り金、仮受金 279 288 ▼9 

負 債 の 部　合計 18,315 18,887 ▼572 30.9% 32.1%
正味財産の部 合計 41,000 40,011 989 69.1% 67.9%

負債及び正味財産の部　合計 59,315 58,898 417 100.0% 100.0%
（▼は比較上の減少を表す）

資 産 の 部
構成比率

負 債 の 部
構成比率
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（億円）
科目＼年度（平成） 15 16 17 18 19

学生等納付金 43.2 42.5 43.7 44.1 45.8
寄付金 13.4 9.8 9.3 8.5 7.3
補助金 16.5 12.5 12.5 15.3 14.3
資産運用収入 0.9 1.1 4.0 8.4 9.7
医療収入 172.1 171.5 166.8 167.1 170.0
事業収入他 3.7 4.2 4.5 5.5 4.9

帰属収入合計 249.8 241.6 240.8 248.9 252.0
人件費 143.9 113.0 111.9 113.2 114.5
教育研究経費 13.0 13.0 14.0 13.2 15.0
医療経費 82.9 85.3 79.8 82.1 82.2
管理経費 4.4 4.1 4.7 6.0 5.3
借入金等利息 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
減価償却額他 21.2 24.4 24.6 24.7 25.1

消費支出合計 265.4 239.8 235.0 239.2 242.1
差引収支差額 -15.6 1.8 5.8 9.7 9.9

（注）平成１５年度は退職給与引当金を５０％から１００％繰り入れに変更した。 

最近５年間の収支概況

最近５年間の収支概況（グラフ）
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